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“まごころと熱意を込めたサービスで、

お客さまや社会の『力』になりたい”

■関西電力グループのブランドステートメント

関西電力グループについて
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東日本大震災

（出典）資源エネルギー庁HP（日本のエネルギー2024年度版）

⚫ わが国のエネルギー自給率は、震災による原子力発電所の停止等の影響もあり、震災前と比

べて大幅に低下している状況。

⚫ エネルギー自給率が低いことは、資源を他国に依存する必要があり、資源確保の際に国際情

勢の影響を受けやすくなり、安定したエネルギー供給に懸念が生じる虞がある。

【日本のエネルギー自給率(2021年)】

一次エネルギー：石油、天然ガス、石炭、原子力、太陽光、風力などのエネルギーのもともとの形態
エネルギー自給率：国民生活や経済活動に必要な一次エネルギーのうち、自国内で算出・確保できる比率

エネルギー自給率の変遷
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⚫ 現状の日本のエネルギー自給率は13%程度であり、足元では再エネの導入拡大や原子力の

再稼働により増加傾向ではあるものの、海外と比較して低水準で推移。

（出典）資源エネルギー庁HP（日本のエネルギー2024年度版）

出典：IEA「World Energy Balances 2023」の2022年推計値、日本のみ資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の
2022年度確報値。※表内の順位はOECD38カ国中の順位

【主要国の一次エネルギー自給率比較(2022年)】

エネルギー自給率の国際比較

4



日本の電力需要の見通し

⚫ 人口の減少や省エネルギーの浸透等により、これまで電力需要は減少傾向にあったが、節電・
省エネ影響の弱まりや経済回復などにより2024年度は増加に転じており、2025年度以降、
2034年度にかけて電力需要が増加すると想定されている。

⚫ 需要増加の具体的要因としては、高炉から電炉への転換などのＧＸの進展に伴う電化や、生成
ＡＩの普及拡大に伴うデータセンターや半導体工場などの増加が挙げられている。

（出典）資源エネルギー庁 第85回電力・ガス基本政策小委 5
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⚫ 2020年10月26日、第203回臨時国会において、菅総理(当時)により、2050年カーボン
ニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことが宣言された。

【2020.10.26 菅内閣総理大臣所信表明演説 抜粋】

➢

➢ 成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に最大限注力して参り
ます。

➢ 我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050
年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします。

➢ 鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとした、革新的イノベー
ションです。

（中略）

➢ 省エネルギーを徹底し、再生可能エネルギーを最大限導入するとともに、安全最優先で原
子力政策を進めることで、安定的なエネルギー供給を確立します。長年続けてきた石炭火
力発電に対する政策を抜本的に転換します。

日本の2050年カーボンニュートラル宣言
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カーボンニュートラル達成に向けた排出削減目標

中期目標 長期目標

日本
2030年度に▲46％(2013年度比)、
さらに50%の高みに向けて挑戦を続ける

2050年排出実質ゼロ

米国 2030年に▲50-52％(2005年比) ※2013年比▲45-47％相当 2050年排出実質ゼロ

英国
2030年に少なくとも▲68％(1990年比)※2013年比▲55％相当

2035年までに▲78％(1990年比) ※2013年比▲69％相当

2050年少なくとも▲100％(1990年比)

※一定の前提を置いた3つのシナリオを提示

ＥＵ 2030年に少なくとも▲55％(1990年比) ※2013年比▲44％相当

※欧州理事会(昨年12月10・11日)合意

2050年排出実質ゼロ
※複数の前提を置いた8つのシナリオを分析

独
2030年に▲65％(1990年比) ※2013年比▲54％相当

2040年に▲88％(1990年比) ※2013年比▲84％相当
2045年排出実質ゼロ

加 2030年までに▲40-45％(2005年比)※2013年比▲39-44％相当
2050年排出実質ゼロ
※昨年11月、関連法案を国会に提出

中国
2030年までに排出量を削減に転じさせる、GDPあたりの
CO2排出量を▲65％超(2005年比)

※昨年9月の国連総会、12月の気候野心サミットで習主席が表明

2060年排出実質ゼロ(対象ガスについて不明)

※昨年9月の国連総会で習主席が表明

⚫ 気温目標と各国の排出削減のギャップを解消するため、2021年4月の気候サミットにおい
て、米国のバイデン大統領（当時）が各国に目標引き上げを呼びかけた。

⚫ 日本も、菅首相(当時)が2030年の排出削減目標引上げを宣言した。
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次期削減目標（ＮＤＣ）

（出典）環境省HP「地球温暖化対策計画の概要」（2025年2月18日） 9
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関西電力グループ「ゼロカーボンビジョン2050」

〈2021年2月策定公表〉
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ゼロカーボンビジョンにおける取組みの３つの柱
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ゼロカーボンロードマップの全体像（2022年策定/2024年改定）

⚫ 「お客さまや社会の皆さまと取組むこと」と、「当社自ら取組むこと」の2軸で推進。

出典：関西電力グループ ゼロカーボンロードマップ（https://www.kepco.co.jp/sustainability/environment/zerocarbon/roadmap.html） 14

https://www.kepco.co.jp/sustainability/environment/zerocarbon/roadmap.html


ＧＨＧ（温室効果ガス）削減目標と削減貢献量目標（2030年度）

お客さまや社会の皆さまと
取組むこと

関西電力グループ自ら取組むこと

※１：図中の排出量は関西電力㈱、関西電力送配電㈱、㈱関電エネルギーソリューション、関電不動産開発㈱、㈱オプテージを含む 15

⚫ サプライチェーンの排出量も含めた温室効果ガス削減目標を設定。



関西電力グループ自ら取り組むこと（再生可能エネルギー）
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関西電力グループ自ら取り組むこと（原子力）
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関西電力グループ自ら取り組むこと（ゼロカーボン火力）
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関西電力グループ自ら取り組むこと（水素）
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お客さまや社会の皆さまとともに取り組むこと（法人分野）

⚫ 太陽光発電や蓄電池に加え、EV（電気自動車）の普及、生産設備・空調設備の電化など
分散電源や充放電できる分散リソースの拡大に取組んでいる。

⚫ 分散リソースの最適運用を図るSenaSonを提供し、お客さまの省コストと脱炭素化に貢献。

お客さま別拠点機能①

空調太陽光 EV

需要・発電
予測

生産設備等

お客さま構内

太陽光

蓄電池

複数拠点の
最適制御

事務所ビル

機能②

アグリゲーションコーディネーター 小売電気事業者

制御
指令

需要・発電予測に基づく、あらゆる分散型リソースの最適制御

DR指令等に対する
リソースの最適制御

DR指令等

サーバ
連携

機能③

EV
空調生産設備等

蓄電池

物流倉庫
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お客さまや社会の皆さまとともに取り組むこと（家庭分野）

⚫ 家庭分野では、オール電化向け料金メニューの採用促進による電化に加えて、

「省エネ・創エネ＋蓄エネ」の住宅設備と電気料金を定額パッケージで提供している。
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お客さまや社会の皆さまとともに取り組むこと（魅力的で持続可能なまちづくり）

⚫ 地域の課題やニーズ、特性を踏まえ、ソリューションのパッケージ提案や企業誘致活動に
より、魅力的で持続可能なまちづくりを実現。

※実証中 22



（参考）水源涵養林の保全活動

⚫ 水力発電に必要な安定した水資源の確保のために、岐阜県神通川水系の支流付近にある水
源涵養林「飛騨万波山林」において、枝打や間伐等の保全・整備活動を実施しています。

⚫ 2025年9月には、環境省の自然共生サイトに登録されました。

✓水量が豊富な神通川水系では、大正14年に
建設された蟹寺発電所をはじめ、６つの水
力発電所が稼働

✓支流の万波川周辺の水源涵養林（2,281ha）
において、地域と一体となった保全活動
（広葉樹林の改良、スギ・カラマツ植林地
の間伐等）を実施

✓安定した発電による事業の持続性確保と自
然環境保全による地域貢献を両立

貴重な鳥類

水豊かな万波川飛騨万波山林

原生的な自然林 下草刈りによる
保全活動
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